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平成 １５年 ３月期   個別財務諸表の概要        平成１５年 ４月２８日 
 
上 場 会 社 名        沖ウィンテック株式会社                  上場取引所    東 
コ ー ド 番 号         1767                                        本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.okiwintech.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 加藤 義明 
問合せ先責任者 役職名 経理部長     氏名 渡苅 邦夫    ＴＥＬ(03)3740－2111 
決算取締役会開催日 平成 15 年 4 月 28 日         中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 27 日         単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                            （記載金額は百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

    32,001   2.1 
    31,340  △20.3 

    1,209   82.3 
     663   368.2 

     1,354   78.4 
      758   225.8 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

   641   322.8 
   151    －  

58.35 
13.80 
    － 
    － 

5.9 
1.4 

4.9 
2.6 

4.2 
2.4 

(注) ①期中平均株式数 15 年 3 月期 11,000,000 株    14 年 3 月期 10,999,903 株 
    ②会計処理の方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

8.00 
8.00 

4.00 
4.00 

4.00 
4.00 

88 
88 

13.7 
58.0 

0.8 
0.8 

(注) 15 年 3 月期期末配当金の内訳 記念配当 －円 銭  特別配当 －円 銭  
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

27,570 
28,232 

11,201 
10,674 

40.6 
37.8 

1,018.31 
970.39 

(注) ①期末発行済株式数   15 年 3 月期 11,000,000 株 14 年 3 月期 11,000,000 株 
     ②期末自己株式数     15 年 3 月期    －  株 14 年 3 月期    －  株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

11,000 
31,000 

 

110 
1,360 
 

△20 
650 
 

4.00 
   ― 

   ― 
4.00 

   ― 
8.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  59 円 09 銭 

 
(注) 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を
含んでいます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得ること
をご承知おき下さい。 

    なお、上記予想に関する事項は、添付資料 7 ページをご参照下さい。 
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 添 付 資 料  

 個 別 財 務 諸 表 等  

１．貸借対照表 

  （単位：百万円） 
当事業年度 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 
前事業年度 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 
増 減 

年度別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

      
（ 資 産 の 部 ）   

％ 

  

％ 

 
Ⅰ 流 動 資 産        
現 金 預 金  １，６７１   １，７８０   

受 取 手 形  １，３４５   １，１５２   

完 成 工 事 未 収 入 金  １１，７４７   １２，２１２   

有 価 証 券  １，４００   １，１４０   

未 成 工 事 支 出 金  ２，１３６   ２，７６１   

材 料 貯 蔵 品  ８９   ５３   

前 払 費 用  ３５   ３７   

繰 延 税 金 資 産  ３１３   ２１１   

未 収 入 金  ―   ３７   

そ の 他 流 動 資 産  １２６   １３６   

貸 倒 引 当 金  △   ２３   △   ５３   

流 動 資 産 合 計  １８，８４４ ６８．４  １９，４７２ ６９．０ △   ６２７ 

Ⅱ 固 定 資 産        

１ 有 形 固 定 資 産        

建 物 ２，０２８   ２，０１９    

減 価 償 却 累 計 額 △１，０６３ ９６５  △１，００７ １，０１１   

構 築 物 ５２   ５２    

減 価 償 却 累 計 額 △   ３６ １５  △   ３５ １６   

機 械 装 置 ４   ４    

減 価 償 却 累 計 額 △    ４ ０  △    ４ ０   

車 両 運 搬 具 ０   ２    

減 価 償 却 累 計 額 △    ０ ０  △    １ ０   

工 具 器 具 ・ 備 品 ３４７   ３４７    

減 価 償 却 累 計 額 △  ２６１ ８５  △  ２４５ １０２   

土 地  ３，５８１   ３，５８１   

有 形 固 定 資 産 計  ４，６４８ １６．８  ４，７１２ １６．７ △    ６３ 

２ 無 形 固 定 資 産        

ソ フ ト ウ ェ ア  ５９   ４２   

施 設 利 用 権  ２４   ２４   

無 形 固 定 資 産 計  ８３ ０．３  ６７ ０．２ １６ 

３ 投 資 等        

投 資 有 価 証 券  ９４７   ８３５   

関 係 会 社 株 式  ３１２   ３０２   

出 資 金  ２４   ２４   

従 業 員 長 期 貸 付 金  ２５６   ２９８   

長 期 滞 留 債 権  ３３   ５４   

長 期 前 払 費 用  ８   ９   

繰 延 税 金 資 産  １，５０５   １，５４６   

保 証 金  ―   ３０２   

保 険 積 立 金  ３００   ２９２   

会 員 権  ３６０   ３８０   

そ の 他 投 資 等  ３６７   ９３   

貸 倒 引 当 金  △  １２４   △  １５８   

投 資 等 計  ３，９９２ １４．５  ３，９８１ １４．１ １１ 

固 定 資 産 合 計  ８，７２５ ３１．６  ８，７６０ ３１．０ △    ３５ 

資 産 合 計  ２７，５７０ １００．０  ２８，２３２ １００．０ △   ６６２ 
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        （単位：百万円） 
当事業年度 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 
前事業年度 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 
増 減 

年度別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

      
（ 負 債 の 部 ）   

％ 

  

％ 

 

Ⅰ 流 動 負 債        

支 払 手 形  １，３５４   １，５４６   

工 事 未 払 金  ８，０９８   ９，３４４   

一年内返済予定長期借入金  ０   ０   

未 払 金  ６６   １５９   

未 払 費 用  ８１８   ７９２   

未 払 法 人 税 等  ５３８   ２２６   

未 払 消 費 税 等  ３０１   １４９   

未 成 工 事 受 入 金  １，３６３   １，４０５   

預 り 金  ６１   １２４   

前 受 収 益  ０   ０   

完 成 工 事 補 償 引 当 金  ３   ６   

流 動 負 債 合 計  １２，６０７ ４５．７  １３，７５５ ４８．７ △ １，１４７ 

Ⅱ 固 定 負 債        

長 期 借 入 金  ４   ７   

退 職 給 付 引 当 金  ３，６０８   ３，６１５   

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  １２６   １５８   

長 期 預 り 保 証 金  ２１   ２１   

固 定 負 債 合 計  ３，７６１ １３．７  ３，８０３ １３．５ △    ４２ 

負 債 合 計  １６，３６８ ５９．４  １７，５５８ ６２．２ △ １，１８９ 

        

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金  ２，００１ ７．３  ― ― ― 

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

１資 本 準 備 金 １，６００   ―    

資 本 剰 余 金 合 計  １，６００ ５．８  ― ― ― 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

１利 益 準 備 金 １７８   ―    

２任 意 積 立 金        

    特 別 償 却 準 備 金 ３４   ―    

 別 途 積 立 金 ６，０５０   ―    

３当 期 未 処 分 利 益 １，３４３   ―    

利 益 剰 余 金 合 計  ７，６０６ ２７．５  ― ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △    ７ △ ０．０  ― ― ― 

        

Ⅰ 資 本 金  ― ―  ２，００１ ７．１ ― 

Ⅱ 資 本 準 備 金  ― ―  １，６００ ５．７ ― 

Ⅲ 利 益 準 備 金  ― ―  １７８ ０．６ ― 

Ⅳ その他の剰余金        

１任 意 積 立 金        

    特 別 償 却 準 備 金 ―   ３９    

 別 途 積 立 金 ― ―  ６，０５０ ６，０８９   

２当 期 未 処 分 利 益  ―   ７８４   

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  ― ―  ６，８７３ ２４．３ ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  ― ―  １９ ０．１ ― 

資 本 合 計  １１，２０１ ４０．６  １０，６７４ ３７．８ ５２７ 

負 債 資 本 合 計  ２７，５７０ １００．０  ２８，２３２ １００．０ △     ６６２ 
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２．損益計算書 
  （単位：百万円） 

当事業年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 
 
 

科 目 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 増減比 
   ％   ％  ％ 

Ⅰ 完 成 工 事 高  ３２，００１ １００．０  ３１，３４０ １００．０ ６６１   ２．１ 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ２７，１１５ ８４．７  ２６，８４６ ８５．７ ２６９   １．０ 

完成工事総利益  ４，８８５ １５．３  ４，４９３ １４．３ ３９１   ８．７ 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ３，６７６ １１．５  ３，８３０ １２．２ △   １５３ △ ４．０ 

営 業 利 益  １，２０９ ３．８  ６６３ ２．１ ５４５  ８２．３ 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

受 取 利 息 １３   １６     

有 価 証 券 利 息 ５   ８     

受 取 配 当 金 ２２   ２０     

地 代 家 賃 収 入 ３４   １２     

受 取 手 数 料 ―   ２４     

貸倒引当金戻入 ３５   ―     

雑 収 入 ３８ １４９ ０．５ １９ １０２ ０．３ ４７  ４６．６ 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

支 払 利 息 ０   １     

雑 支 出 ３ ４ ０．０ ５ ６ ０．０ △     １ △２７．９ 

経 常 利 益  １，３５４ ４．２  ７５８ ２．４ ５９５  ７８．４ 

Ⅵ 特 別 利 益         

投資有価証券売却益 ２ ２ ０．０ ― ― ― ２ ― 

Ⅶ 特 別 損 失         

固定資産除却損 ３   ２     

ゴルフ会員権売却損 ―   ２     

投資有価証券評価損 ３０   ６３     

ゴルフ会員権評価損 ２   ６     

貸倒引当金繰入額 ６   ５     

特 別 退 職 金 ― ４２ ０．１ ２２３ ３０３ ０．９ △   ２６０ △８５．９ 

税 引 前 当 期 純 利 益  １，３１３ ４．１  ４５５ １．５ ８５７ １８８．２ 

法人税、住民税及び事業税 ７１３   ３７２     

法人税等調整額 △     ４２ ６７１ ２．１ △     ６８ ３０４ １．０ ３６７ １２０．９ 

当 期 純 利 益  ６４１ ２．０  １５１ ０．５ ４９０ ３２２．８ 

前 期 繰 越 利 益  ７４５   ６７６    

中 間 配 当 額  ４４   ４４             

当 期 未 処 分 利 益  １，３４３   ７８４  ５５９  
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３．利益処分案 

  （単位：百万円） 
当事業年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 
科 目 金   額 金   額 金  額 
    
 当 期 未 処 分 利 益 １，３４３ ７８４ ５５９ 
     
 任 意 積 立 金 取 崩 額    

    
特別償却準備金取崩額 ５ ５ ― 

    
    

計 １，３４９ ７８９ ５５９ 
    
これを次のとおり 
     処分いたします 

   

    
 株 主 配 当 金 ４４ ４４ ― 
 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） （１株につき４円）  
    
 特 別 償 却 準 備 金 ０ ―           ０ 
     
 次 期 繰 越 利 益 １，３０４ ７４５ ５５８ 
    

 

（注）中間配当を次のとおり実施しております。 
年度別 

 
項 目 

当事業年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

   
 実 施 日 平成 14 年 12 月 6 日 平成 13 年 12 月 7 日 
   
 中 間 配 当 額 ４４百万円 ４４百万円 
 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） （１株につき４円） 
   

 

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)材料貯蔵品  総平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年度の税制改正以降取得した

建物（建物附属設備を除く）については定額法）によっ

ております。 

(2)無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ



（沖ウィンテック／個別） 

－27－ 

る利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(3)長期前払費用  均等償却によっております。 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2)完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、法人税

法の規定による限度相当額（法定繰入率）を計上してお

ります。 

(3)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法によ

り費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(4)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

５．完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっておりますが、長期大型（工期が 24 ヵ月を超え、請負金額が 2 億円超）

の工事については、工事進行基準によっております。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は、753 百万円であります。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1)消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

(2)自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準 

当事業年度から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準

第１号）を適用しております。これによる当事業年度の損益に与える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作成しております。 

(3)１株当たり情報 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を

適用しております。なお、これによる影響はありません。 

 
 
表示方法の変更 

 

（貸借対照表関係） 

前事業年度において区分掲記しておりました流動資産の「未収入金」（当事業年度 14 百万円）

は、資産総額の 100 分の１以下であり重要性がないため、当事業年度より流動資産の「その他

流動資産」に含めて表示しております。 

前事業年度において区分掲記しておりました「保証金」（当事業年度 272 百万円）は資産総

額の 100 分の１以下となったため、当事業年度より投資等の「その他投資等」に含めて表示し
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ております。 
 

（損益計算書関係） 

前事業年度において区分掲記載しておりました「受取手数料」（当事業年度 4 百万円）は、

営業外収益総額の 100 分の 10 以下となったため、当事業年度より営業外収益の「雑収入」に

含めて表示しております。 
 

 

注 記 事 項 
 

（貸借対照表関係） 当事業年度 前事業年度 

１．関係会社に対する金額 

完成工事未収入金 3,728 百万円 ― 

受取手形及び完成工事未収入金 ― 2,897 百万円 

支払手形及び工事未払金 2,348 百万円 2,473 百万円 

２．受取手形割引高 ― 42 百万円 

 

（損益計算書関係） 当事業年度 前事業年度 

１．関係会社との取引にかかる金額 

完成工事高 6,482 百万円 ― 

受取配当金 16 百万円 16 百万円 

地代家賃収入 ― 11 百万円 

その他営業外収益 21 百万円 ― 

２．一般管理費に含まれる研究開発費 85 百万円 160 百万円 

 

（リース取引関係） 

当社は、証券取引法第 27 条の 30 の 6 の規定に基づき電子開示手続き（EDINET 登録）を行っ

ておりますので記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度 42.0％、当事

業年度は流動区分については 42.0％、固定区分については 40.7％であります。これにより、

繰延税金資産の金額が 47 百万円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額

が同額増加しております。 

 

 

 役 員 の 異 動  

 

未定であります。 
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